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２町合併における効果等（事務局案） 

 
 

■２町で合併することの意義 
 
 ○地域の歴史的・文化的な結びつき、地勢、都市規模の類似性、住民の日常生活でのつ

ながり等から、全体として目指す方向が理解され、具体的に議論が深められる地域で

ある。 
 
（１）対等合併が可能 
・２町の人口規模や産業構造等が類似しており、実質的に対等な話し合いによる合

併が可能である。 
 
      ※市を含む広域的な合併では、対等な話し合いができないのではないか。 
 
（２）住民の顔が見える行政サービスの提供が可能 
・２町合わせた面積は約３８ｋ㎡で、自動車で２０分もあれば端から端まで十分移

動できる範囲であり、コンパクトにまとまりのある地域であることから、２町住

民の顔の見える行政サービスの提供が可能である。  
 
      ※広域的な合併では、地域内の移動に時間がかかり、きめ細かな住民サービ

スが行き届かないのではないか。 
 
（３）個性あるまちづくりが可能 
・地域の独自性が発揮しやすい規模であり、２町の豊富な歴史文化資源を活用する

ことにより、個性あるまちづくりの展開が可能である。 
（将来ビジョンが描きやすい）  

 
※広域的な合併では、全ての地域の個性や独自性を全面に出すのは難しいの

ではないか。（総花的になる） 
 
 
■２町合併で予想される効果 
 
（１）住民の利便性の向上 
   ・秦荘町及び愛知川町の両町民の日常生活圏は、現在の行政区域を越えて周辺市町

に広がっているとともに、両町間の行き来も増加している。 
・すなわち、両町民は、町境を意識して行動している人は少ない。 
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             ↓ 
  ※利用が制限されていた他町の公共施設（保健福祉施設、図書館、スポーツ施

設等）が相互利用できる。 
  ※合併前の町において、町内・町外で利用料金が定められている場合は、利用

料金が安くなる。（スポーツ施設等） 
   

（２）少子高齢化に配慮した行政サービスの高度化・多様化 
   ・２０１０年には、秦荘町の高齢化率は２０．５％、愛知川町の高齢化率は１５．

５％に達成することが予測されている。（各町の総合計画より） 
・少子高齢化の進展により、地域における高齢者への福祉サービスの充実が大きな

課題となってくるが、現在の行政単位では専門職を含めた人材の確保が困難。 
↓ 

     ※合併することにより、従来採用が困難または十分に確保できなかった専門職

（保健士、理学療法士等）の採用・増強が図られ、専門的かつ高度なサービ

スの提供が可能となる。 
 
（３）広域的なまちづくりの展開 
・広域的な視点に立って、道路や公共施設の整備、土地利用、地域の個性を生かし

たゾーニングなど、まちづくりをより効果的に実施できる。 
↓ 

     ※合併することにより、両町の一体的な取り組みが可能となり、生活道路の連

結が旧町境を越えて良くなる。 
     ※将来的な取り組みとして、国道８号線のバイパスや（仮称）湖東三山インタ

ーチェンジ、愛知川右岸道路などの大規模プロジェクトを活かし、広域的な

観点にたったまちづくりが実施できる。 
 
（４）行財政の効率化 
   ・総務や企画等の管理部門の統合により、専門職の確保が可能になるとともに、一 
般職や特別職の減などにより経費が節減できる。 

↓ 
     ※合併後の一般職の定数は類似団体と比較すると、１７０名となり、現定数か

らは４４名の減となる。合併後１０年間で約４億円の削減効果がある。 
※特別職についても総数が減少することになり、合併後１０年間で約７億円の

削減効果がある。 
※他にも、スケールメリットにより、物件費、維持補修費、補助費等で削減効

果が期待できる。 
※また、合併に伴い、国や県から財政的な支援があり、新町のまちづくりが効

果的に促進できる。（１３．８億円） 
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合併市町村補助金           ２億４千万円 
臨時的経費に対する普通交付税措置   １億９千万円  

合併市町村支援特別交付税措置     ６億５千万円 
県からの特例交付金          ３億円 
        計         １３億８千万円 

 
 
 
■合併で予想される懸念事項と払拭策 
 
（１）住民の声が届かなくなる 
    窓口担当者や各種相談窓口の新設や計画段階から住民代表の参画機会を図る。ま

た、広報・公聴の充実強化を図り解消に努める。 
 
（２）名称が消え愛着が薄れる 
    地域に定着してきた名称など積極的に残すように努め、新しい地域の誇りをみん

なで創っていくことが大事である。 
 
（３）周辺部と中心部の格差が広がる 
    新町の建設計画には住民参加の機会を図り、協働の計画づくりと住民の意向を反

映していくためのアンケート調査等を行い、格差が生じないよう新しいまちづくり

の計画を創る必要がある。 
 
（４）行政サービスや負担に差が出る 
    両町の地域特性やこれまでの歴史文化を相互に尊重し、新町の均衡ある発展と住

民福祉の向上に努めることが基本になる。 
    住民生活に支障のないよう速やかな一体性の確保に努め、負担公平の原則に立ち

行政格差を生じないように努める。 
 
（５）役場が遠くなる 
    行政情報通信ネットワークの構築により、住民サービスの向上に努める。 
 
（６）きめ細かなサービスができなくなる 
    住民のニーズに的確に対応すべく専門職員の配置や、職員の政策形成能力の向上

など意識改革を図り、更に住民サービスの向上に努める。 
 
以上のように、合併した場合一般的に予想される懸念事項がありますが、２町のよう

に小規模合併の場合はこのように懸念する度合いが非常に少ない。 
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■まとめ 
 
○行政効率の追求のみを優先する人口規模の大きな組み合わせによる合併も一つの選択

肢ではあるが、やはり歴史的、文化的な結びつき、地理的条件、住民の日常生活のつ

ながり、住民相互の交流の活発化等から考えて、住民に一体性が生まれる、しかも、

目に見える、顔の見える範囲というのが、合併を考える上で、最も重要ではないか。 
                  
 
・その点から言えば、この２町は、十分に目に見える範囲であり、地名 
を言っても、あそこはああだとわかる、そういうレベルで具体的に議 
論ができる地域である。 
・また、非常にコンパクトで手頃な規模であり、小規模であるがゆえに、 
住民ニーズに的確に対応することができる地域である。 
・さらに、合併後は、住民意識の一体感が十分望め、住民と行政のパー 
トナーシップによる、地域の特性を生かしたまちづくりがさらに期待 
できる地域である。 

 
 
 
○２町は今日まで効率的な行政運営と、健全な財政運営に努めてきたが、将来にわたっ

て税収が大幅に増えるとは考えられず、特に、高齢者人口の増加に伴う経費が年々増加

していくことが予想され、各町の財政は苦しくなり、現在の行政サービス水準を維持し

ていくことは難しくなると思われる。 
 

 
・まだ体力のあるうちに、次代を担う子どもたちの将来を考えるという 
視点からも、行財政の効率化を図り、２町合併に伴う財政支援を受け、 
行財政基盤の確立を図っていくべきである。 
 
 
 
 
 
 


